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0-1 はじめに 
 

 
本町の役場庁舎は、昭和３０年に建築され、６３年経過していますが、老朽化が著しく、国が

求める防災拠点としての耐震性の基準を満たさず、町民皆様の安心・安全な暮らしの拠点として
の機能を果たしていない状況にあります。 
 
 加えて、周辺の公共施設である議会庁舎や消防庁舎も同様に国が求める耐震性がなく、これら
を含めた総合庁舎が求められています。 
 
 つきましては、町の将来を見据え、町民の安心・安全の確保と広く町民に利用され親しまれる
新庁舎について、具体的な建設位置や規模を定める事を目的として奥尻町総合庁舎等建設基本
計画を策定します。 
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0-2 これまでの経緯 
 

 
【役場本庁舎の現況】 

昭和３０年の建築から現在まで築６３年を経過し、昭和３９年、平成３年の増改築により、
現在面積は８１６㎡（木造２階建）です。 

  この間、昭和５６年の集中豪雨災害及び平成５年の南西沖地震に因り、相当の被害を受け
たが、外壁等の補修で対面を保っています。 

  また、築６３年からの老朽化と拡充する行政サービスへの対応から内部改修は相当に進め
られたため、維持経費は他の同規模施設と比較しても大変不経済になります。 

 
 
【庁舎整備検討経緯】 
平成１４年８月、庁舎の耐力度調査及び応急危険度調査を実施し、以下の通り評価しました。 

 ◎ 総合判定 ⇒ 要 注 意 
 ◎ 総合評価 ⇒ ３調査項目において、いずれも現状は厳しい状態と判断。 
          特に耐力度調査において、構造上危険な建物と判断され、改築を要する 

建築物となりました。 
①目視による経年劣化状況調査 

※３調査項目  ②木造建築物の耐力度調査表に基づく測定調査 
③応急危険度判定調査 

 ⇒ この頃、南西沖地震の復興事業における起債償還額がピーク、建替見送りました。 
   なお、平成 10 年度に庁舎基金を復興事業に充てるため、全額取り崩しました。 
 
 

平成２５年度、奥尻小学校統合により、旧奥小校舎の施設利用について検討、設計業者に 
依頼し、３タイプが示されました。 

 ⇒ 築４０年以上の建物と約１０億前後の町単費での高額費用のため断念しました。 
 
 

平成２８年４月の熊本地震により、５市町の庁舎で半壊、これを契機に震度７に堪える防
災拠点としての庁舎の役割が検討され、平成２９年１月に総務省において「市町村役場機能
緊急保全事業」が創設され、市町村の本庁舎の建替えに対し、起債を９０％以内まで充当で
きるようになり、平成３２年度までの建設した庁舎が対象とされました。 
⇒ この時期、H28～H30 年度の防災行政無線デジタル化で約 5億円、H29～H31 年度の浄
水場改修工事で約 6億 6千万など大型工事が続き、財政出動が大きい事業が続いたこと
から、「市町村役場機能緊急保全事業」の延期を望んでいました。 

 
 

平成 30 年 12 月、総務省より「市町村役場機能緊急保全事業」の起債対象が、平成 32 年
度まで実施設計に着手した事業については、平成 33 年度以降も現行と同様の地方財政措置
とされました。 
⇒ 庁舎建設を決断。公共施設等整備基金は 30 年度末で 1億円。 
 


